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表1.1 都市計画区域等の決定状況　平成23年10月1日現在
市町村名　
行政区域面積（ha）
出雲市
62,412
事務編　８ページ
表 2.1 第一種特定工作物
種      類
建築基準法別表第2該当項及び条文
コンクリートプラント
（り）項第3号13の2

レディミクストコンクリートの製造又はセメントの詰め袋で出力の合計が2．5キロワットをこえる原動機を使用するもの。
アスファルトプラント
（ぬ）項第1号21

アスファルト、コールタール、木タール、石油蒸留産物又はその残りかすを原料とする製造
クラッシャープラント
（り）項第3号13

鉱物、岩石、土砂、コンクリート、アスファルト・コンクリ－卜、硫黄、金属、ガラス、れんが、陶磁器、骨又は貝殻の粉砕で原動機を使用するもの
事務編　目次
[凡　例]　政令：都市計画法施行令（昭和44年法律第158号）
省令：都市計画法施行規則（昭和43年法律第100号）
市規則：出雲市都市計画法施行に関する規則（平成22年出雲市規則第15号）


	事務編　目次
[凡　例]　政令：都市計画法施行令（昭和44年政令第158号）
省令：都市計画法施行規則（昭和44年建設省令49号）
市規則：出雲市都市計画法の施行に関する規則（平成22年出雲市規則第15号）

事務編　３ページ
表1.1 都市計画区域等の決定状況　平成26年10月1日現在
市町村名　
行政区域面積（ha）
出雲市
62,436
事務編　８ページ
表 2.1 第一種特定工作物
種      類
建築基準法別表第2該当項及び条文
コンクリートプラント
（ぬ）項第3号13の2

レディミクストコンクリートの製造又はセメントの袋詰で出力の合計が2．5キロワットをこえる原動機を使用するもの。
アスファルトプラント
（る）項第1号21

アスファルト、コールタール、木タール、石油蒸留産物又はその残りかすを原料とする製造
クラッシャープラント
（ぬ）項第3号13

鉱物、岩石、土砂、コンクリート、アスファルト・コンクリ－卜、硫黄、金属、ガラス、れんが、陶磁器、骨又は貝殻の粉砕で原動機を使用するもの



新旧対照表
	旧（平成２９年４月版）
	新（令和２年４月版）

	事務編　１８～１９ページ
表3.2　法第29条第1項第3号で定める公益上必要な建築物中
　9
航空法2④の航空保安施設で公共の用に供するものの用に供する建築物
11
郵便事業株式会社が設置する郵便事業株式会社法3①一に掲げる業務の用に供する施設である建築物
具体例　

郵便事業株式会社（「郵便の業務」の用に供する建築物に係る開発行為、建築行為に限る）
13
放送法による放送事業の用に供する放送設備である建築物
 14

電気事業法2①九の電気事業の用に供する同項十六の電気工作物を設置する施設である建築物
ガス事業法2⑬に規定するガス工作物（同条①に規定する一般ガス事業又は同条③に規定する簡易ガス事業の用に供するものに限る。）を設置する施設である建築物
19
国、県及び市町村並びに（独）雇用・能力開発機構が設置する職業能力開発促進法15の6③公共職業能力開発施設
国及び雇用・能力開発機構が設置する職業能力開発促進法27①の職業能力開発総合大学校である建築物
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表3.2　法第29条第1項第3号で定める公益上必要な建築物中

　9
航空法2⑤の航空保安施設で公共の用に供するものの用に供する建築物
11
日本郵便株式会社が日本郵便株式会社法4①一に掲げる業務の用に供する施設である建築物
具体例
日本郵便株式会社（「郵便の業務」の用に供する建築物に係る開発行為、建築行為に限る）
13
放送法2二に規定する基幹放送の用に供する放送設備である建築物
 14

電気事業法2①十六の電気事業の用に供する同項十八の電気工作物を設置する施設である建築物
ガス事業法2⑬に規定するガス工作物（同条②に規定するガス小売事業の用に供するものを除く。）を設置する施設である建築物
19
国、都道府県及び市町村並びに（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構が設置する職業能力開発促進法15の7③の公共職業能力開発施設
国及び(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構が設置する職業能力開発促進法27①の職業能力開発総合大学校である建築物
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表3.2　法第29条第1項第3号で定める公益上必要な建築物中
23
卸売市場法2③の中央卸売市場若しくは同条④の地方卸売市場の用に供する施設である建築物又は、市町村が設置する市場の用に供する施設である建築物
25
住宅地区改良法2①の住宅地区事業により建築される建築物
26

ロ　社会福祉法による社会福祉事業、更生保護事業法による更生保護事業の用に供する施設である建築物

27

(独)日本原子力研究開発機構が(独)日本原子力研究開発機構法17①一から三の業務の用に供す施設設である建築物
28

（独）水資源機構が設置する水資源機構法2②の水資源開発施設である建築物
29

（独）宇宙航空研究開発機構が宇宙航空研究開発機構法18①一から四までに掲げる業務の用に供する施設である建築物
30
（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構が新エネルギー・産業技術総合開発機構法15①一の業務の用に供する施設である建築物
石油代替エネルギーの開発及び導入の促進に関する法律11三の業務の用に供する施設である建築物
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表3.2　法第29条第1項第3号で定める公益上必要な建築物中

23
卸売市場法2③の中央卸売市場若しくは同条④の地方卸売市場の用に供する施設である建築物又は、地方公共団体が設置する市場の用に供する施設である建築物
25
住宅地区改良法2①の住宅地区改良事業により建築される建築物
26
ロ　児童福祉法による家庭的保育事業、小規模保育事業若しくは事業所内保育事業、社会福祉法による社会福祉事業又は更生保護事業法による更生保護事業の用に供する施設である建築物

27
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構が国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構法16一に掲げる業務の用に供する施設である建築物
28
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構が国立研究開発法人日本原子力研究開発機構法17①一から三の業務の用に供する施設である建築物
29

（独）水資源機構が設置する独立行政法人水資源機構法2②の水資源開発施設である建築物
30
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構が国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法18①一から四までに掲げる業務の用に供する施設である建築物
31
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構が国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法15一の業務の用に供する施設である建築物
非化石エネルギーの開発及び導入の促進に関する法律11三の業務の用に供する施設である建築物
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表4.2　開発許可の技術基準の概要（法律、政令及び省令）
法第33条

第1項該当号

基　　　　　準

用途地域等への適合（第1号関係）

①用途地域、流通業務地区又は港湾法第39条第1項の分区に定められている場合は、当該用途の制限に適合。
②用途地域等が定められていない場合、建築基準法第48条第13項及び第68条の3第7項の用途の制限に適合。

地 区 計 画 等（第5号関係）

・地区計画、沿道整備計画又は集落地区計画の内容に即していること。

災害危険区域等の除外（第8号関係）

原則として、次の危険区域を含めないこと。

(ⅰ)建築基準法第39条第1項の災害危険区域

(ⅱ)地すべり等防止法第3条第1項の地すべり防止区域

(ⅲ)土砂災害防止対策の推進に関する法律第8条第1項の土砂災害特別警戒区域

(ⅳ)急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第3条第1項の急傾斜地崩壊危険地区
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表4.2　開発許可の技術基準の概要（法律、政令及び省令）
法第33条

第1項該当号

基　　　　　準

用途地域等への適合（第1号関係）

①用途地域、特別用途地区、特定用途制限地域、特定用途誘導地区、流通業務地区又は港湾法第39条第1項の分区が定められている場合は、当該用途の制限に適合。

②用途地域等が定められていない場合、建築基準法第48条第14項及び第68条の3第7項の用途の制限に適合。

地 区 計 画 等（第5号関係）

・地区計画、防災街区整備地区計画、歴史的風致維持向上地区計画、沿道地区計画又は集落地区計画の内容に即していること。
災害危険区域等の除外（第8号関係）

原則として、次の危険区域を含めないこと。

(ⅰ)建築基準法第39条第1項の災害危険区域

(ⅱ)地すべり等防止法第3条第1項の地すべり防止区域

(ⅲ)土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第9条第1項の土砂災害特別警戒区域

(ⅳ)急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第3条第1項の急傾斜地崩壊危険区域
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(4)　ただし書きの許可の基準

次のいずれかに該当する場合を基準として行う。

①　法第29条第１項第2号若しくは同第3号の建築物

②　建築物の用途と法第33条第1項第2号、第3号及び第4号に規定する基準とを勘案して支障がないと認められ、かつ、当該区域に法第41条第1項の制限を定めるに際して用途地域を想定した場合は、許可申請にかかる建築物の用途がこれに適合するか又は建築基準法第49条、又は第50条の規定に準じて例外許可ができると認められるものである場合。
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(4)　ただし書きの許可の基準

次のいずれかに該当する場合を基準として行う。

①　法第29条第１項第2号若しくは同第3号の建築物

②　建築物の用途と法第33条第1項第2号、第3号及び第4号に規定する基準とを勘案して支障がないと認められ、かつ、当該区域に法第41条第1項の制限を定めるに際して用途地域を想定した場合は、許可申請にかかる建築物の用途がこれに適合するか又は建築基準法第48条の規定に準じて例外許可ができると認められるものである場合。
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表6.1 協議の相手方
協　議　事　項
（根　　　　拠）
協　議　す　べ　き　相　手方
適　用　規　模
電気・ガス
（政令第23条第3号）
一般電気事業者
一般ガス事業者　
40ha以上
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表6.1 協議の相手方
協　議　事　項
（根　　　　拠）
協　議　す　べ　き　相　手方
適　用　規　模
電気・ガス
（政令第23条第3号）
一般送配電気事業者
一般ガス導管事業者　
40ha以上
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表7.2 開発許可・優良宅地認定関係手数料 (H26.4.1改正)
手数料条例第２条該当項目
手数料の名称
手数料の額（円)
第３項
第１号
都計法第29条第１項又は第２項の開発行為許可申請手数料
開発区域の面積（ha）
自己居住用
自己業務用
非自己用
0.1未満

9,030

13,600

91,600

0.1　～　0.3

23,600

31,900

141,000

0.3　～　0.6
45,500
68,600
202,000
0.6　～　1.0
91,600
130,000
277,000
1.0  ～  3.0
137,000
211,000
416,000
3.0　～　6.0
182,000
286,000
538,000
6.0　～ 10.0
234,000
360,000
696,000
10.0　　以　上
319,000
508,000
920,000
第３項
第２号
都計法第35条の２第１項の開発行為変更許可申請手数料
　申請1件につき次のイからハまでの額を合算した額
（その額が920,000円を超えるときは920,000円）
イ　開発行為に関する設計の変更（ロのみに該当する場合を除く）については、開発区域の面積（ロに規定する変更を伴う場合にあっては変更前の開発区域の面積、開発区域の縮小を伴う場合にあっては縮小後の開発区域の面積）に応じ前号に規定する額に10分の1を乗じて得た額
ロ　新たな土地の開発区域への編入に係る法第30条第1項第1号から第4号までに掲げる事項の変更については、新たに編入される開発区域の面積に応じ前各号に規定する額
ハ　その他の変更
10,600
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表7.2 開発許可・優良宅地認定関係手数料 (R元.10.1改正)
手数料条例第２条該当項目
手数料の名称
手数料の額（円)
第３項
第１号
都計法第29条第１項又は第２項の開発行為許可申請手数料
開発区域の面積（ha）
自己居住用
自己業務用
非自己用
0.1未満

9,080
13,600

91,700
0.1　～　0.3

23,600

32,000
141,000

0.3　～　0.6
45,600
68,600
202,000
0.6　～　1.0
91,700
130,000
277,000
1.0  ～  3.0
137,000
211,000
416,000
3.0　～　6.0
182,000
286,000
538,000
6.0　～ 10.0
234,000
360,000
696,000
10.0　　以　上
319,000
508,000
920,000
第３項
第２号
都計法第35条の２第１項の開発行為変更許可申請手数料
　申請1件につき次のイからハまでの額を合算した額
（その額が920,000円を超えるときは920,000円）
イ　開発行為に関する設計の変更（ロのみに該当する場合を除く）については、開発区域の面積（ロに規定する変更を伴う場合にあっては変更前の開発区域の面積、開発区域の縮小を伴う場合にあっては縮小後の開発区域の面積）に応じ前号に規定する額に10分の1を乗じて得た額
ロ　新たな土地の開発区域への編入に係る法第30条第1項第1号から第4号までに掲げる事項の変更については、新たに編入される開発区域の面積に応じ前各号に規定する額
ハ　その他の変更
10,700
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表7.2 開発許可・優良宅地認定関係手数料 (H26.4.1改正)
第３項
第３号
都計法第41条第２項ただし書の建築許可申請手数料
49,000
第３項
第４号
都計法第42条第１項ただし書の建築許可申請手数料
28,200
第３項
第５号
都計法第45条の開発許可を受けた地位の承継承認申請手数料
　自己居住用
1,830
　自己業務用（1ha未満）
1,830
　自己業務用（1ha以上）
2,700
　非自己用
17,000
第３項
第６号
開発登録簿の写の交付申請手数料
490
第５項第７号
租特法の優良宅地造成認定申請手数料
　造成宅地の面積（ha）
　0.1未満
86,000
　0.1　～　0.3
141,000
　0.3　～　0.6
202,000
　0.6　～　1.0
275,000
　1.0  ～  3.0
415,000
　3.0　～　6.0
547,000
　6.0　～ 10.0
701,000
　10.0　　以上
925,000
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表7.2 開発許可・優良宅地認定関係手数料 (R元.10.1改正)
第３項
第３号
都計法第41条第２項ただし書の建築許可申請手数料
49,100
第３項
第４号
都計法第42条第１項ただし書の建築許可申請手数料
28,200
第３項
第５号
都計法第45条の開発許可を受けた地位の承継承認申請手数料
　自己居住用
1,830
　自己業務用（1ha未満）
1,830
　自己業務用（1ha以上）
2,710
　非自己用
17,000
第３項
第６号
開発登録簿の写の交付申請手数料
500
第５項第７号
租特法の優良宅地造成認定申請手数料
　造成宅地の面積（ha）
　0.1未満
86,000
　0.1　～　0.3
141,000
　0.3　～　0.6
202,000
　0.6　～　1.0
275,000
　1.0  ～  3.0
415,000
　3.0　～　6.0
547,000
　6.0　～ 10.0
701,000
　10.0　　以上
925,000
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	技術編　１ページ
１.　開発許可基準

（開発許可の基準） 

第33条 　都道府県知事は、開発許可の申請があつた場合において、当該申請に係る開発行為が、次に掲げる基準（第4項及び第5項の条例が定められているときは、当該条例で定める制限を含む。）に適合しており、かつ、その申請の手続がこの法律又はこの法律に基づく命令の規定に違反していないと認めるときは、開発許可をしなければならない。 

一 　次のイ又はロに掲げる場合には、予定建築物等の用途が当該イ又はロに定める用途の制限に適合していること。ただし、都市再生特別地区の区域内において当該都市再生特別地区に定められた誘導すべき用途に適合するものにあつては、この限りでない。 

イ　当該申請に係る開発区域内の土地について用途地域、特別用途地区、特定用途制限地域、流通業務地区又は港湾法第39条第1項の分区（以下「用途地域等」という。）が定められている場合　当該用途地域等内における用途の制限（建築基準法第49条第1項若しくは第2項若しくは第49条の2（これらの規定を同法第88条第2項において準用する場合を含む。）又は港湾法第40条第1項の条例による用途の制限を含む。）
　ロ　当該申請に係る開発区域内の土地（都市計画区域（市街化調整区域を除く。）又は準都市計画区域内の土地に限る。）について用途地域等が定められていない場合 建築基準法第48条第13項及び第68条の3第7項（同法第48条第13項に係る部分に限る。）（これらの規定を同法第88条第2項 において準用する場合を含む。）の規定による用途の制限
  省略
	技術編　１ページ
１.　開発許可基準

（開発許可の基準） 

第33条 　都道府県知事は、開発許可の申請があつた場合において、当該申請に係る開発行為が、次に掲げる基準（第4項及び第5項の条例が定められているときは、当該条例で定める制限を含む。）に適合しており、かつ、その申請の手続がこの法律又はこの法律に基づく命令の規定に違反していないと認めるときは、開発許可をしなければならない。 

一 　次のイ又はロに掲げる場合には、予定建築物等の用途が当該イ又はロに定める用途の制限に適合していること。ただし、都市再生特別地区の区域内において当該都市再生特別地区に定められた誘導すべき用途に適合するものにあつては、この限りでない。 

イ　当該申請に係る開発区域内の土地について用途地域、特別用途地区、特定用途制限地域、特定用途誘導地区、流通業務地区又は港湾法第39条第1項の分区（以下「用途地域等」という。）が定められている場合　当該用途地域等内における用途の制限（建築基準法第49条第1項若しくは第2項、第49条の2若しくは第60条の3第3項（これらの規定を同法第88条第2項において準用する場合を含む。）又は港湾法第40条第1項の条例による用途の制限を含む。）
ロ　当該申請に係る開発区域内の土地（都市計画区域（市街化調整区域を除く。）又は準都市計画区域内の土地に限る。）について用途地域等が定められていない場合 建築基準法第48条第14項及び第68条の3第7項（同法第48条第14項に係る部分に限る。）（これらの規定を同法第88条第2項 において準用する場合を含む。）の規定による用途の制限
省略
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五 　当該申請に係る開発区域内の土地について地区計画等（次のイからホまでに掲げる地区計画等の区分に応じて、当該イからホまでに定める事項が定められているものに限る。）が定められているときは、予定建築物等の用途又は開発行為の設計が当該地区計画等に定められた内容に即して定められていること。 

イ　地区計画　再開発等促進区若しくは開発整備促進区（いずれも第12条の5第5項第1号に規定する施設の配置及び規模が定められているものに限る。）又は地区整備計画

ロ　防災街区整備地区計画　地区防災施設の区域、特定建築物地区整備計画又は防災街区整備地区整備計画

ハ　歴史的風致維持向上地区計画　歴史的風致維持向上地区整備計画

ニ　沿道地区計画　沿道再開発等促進区（幹線道路の沿道の整備に関する法律第9条第4項第2号に規定する施設の配置及び規模が定められているものに限る。）又は沿道地区整備計画

ホ　集落地区計画　集落地区整備計画


	技術編　２ページ
五 　当該申請に係る開発区域内の土地について地区計画等（次のイからホまでに掲げる地区計画等の区分に応じて、当該イからホまでに定める事項が定められているものに限る。）が定められているときは、予定建築物等の用途又は開発行為の設計が当該地区計画等に定められた内容に即して定められていること。 

イ　地区計画　再開発等促進区若しくは開発整備促進区（いずれも第12条の5第5項第1号に規定する施設の配置及び規模が定められているものに限る。）又は地区整備計画

ロ　防災街区整備地区計画　地区防災施設の区域、特定建築物地区整備計画又は防災街区整備地区整備計画

ハ　歴史的風致維持向上地区計画　歴史的風致維持向上地区整備計画

ニ　沿道地区計画　沿道再開発等促進区（幹線道路の沿道の整備に関する法律第9条第4項第１号に規定する施設の配置及び規模が定められているものに限る。）又は沿道地区整備計画

ホ　集落地区計画　集落地区整備計画
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七 　地盤の沈下、崖崩れ、出水その他による災害を防止するため、開発区域内の土地について、地盤の改良、擁壁又は排水施設の設置その他安全上必要な措置が講ぜられるように設計が定められていること。この場合において、開発区域内の土地の全部又は一部が次の表の上欄に掲げる区域内の土地であるときは、当該土地における同表の中欄に掲げる工事の計画が、同表の下欄に掲げる基準に適合していること。
宅地造成等規制法(昭和36年法律第191号)第3条第1項の宅地造成工事規制区
津波防災地域づくりに関する法律第72条第1項の津波災害特別計画区域
開発行為に関する工事
津波防災地域づくりに関する法律第73条第1項に規定する特定開発行為(同条第4項各号に掲げる行為を除く。)に関する工事

宅地造成等規制法第9条の規定に適合するものであること。
津波防災地域づくりに関する法律第75条に規定する措置を同条の国土交通省令で定める技術的基準に従い講じるものであること。

	技術編　２ページ
七 　地盤の沈下、崖崩れ、出水その他による災害を防止するため、開発区域内の土地について、地盤の改良、擁壁又は排水施設の設置その他安全上必要な措置が講ぜられるように設計が定められていること。この場合において、開発区域内の土地の全部又は一部が次の表の上欄に掲げる区域内の土地であるときは、当該土地における同表の中欄に掲げる工事の計画が、同表の下欄に掲げる基準に適合していること。
宅地造成等規制法(昭和36年法律第191号)第3条第1項の宅地造成工事規制区域
津波防災地域づくりに関する法律第72条第1項の津波災害特別警戒区域
開発行為に関する工事
津波防災地域づくりに関する法律第73条第1項に規定する特定開発行為(同条第4項各号に掲げる行為を除く。)に関する工事

宅地造成等規制法第9条の規定に適合するものであること。
津波防災地域づくりに関する法律第75条に規定する措置を同条の国土交通省令で定める技術的基準に従い講じるものであること。
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八 　主として、自己の居住の用に供する住宅の建築又は住宅以外の建築物若しくは特定工作物で自己の業務の用に供するものの建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為以外の開発行為にあつては、開発区域内に建築基準法第39条第1項 の災害危険区域、地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）第3条第1項 の地すべり防止区域、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第8条第1項の土砂災害特別警戒区域その他政令で定める開発行為を行うのに適当でない区域内の土地を含まないこと。ただし、開発区域及びその周辺の地域の状況等により支障がないと認められるときは、この限りでない。
　 省略 
十四　省略
８ 　市街地再開発促進区域内における開発許可に関する基準については、第1項に定めるもののほか、別に法律で定める。

	技術編　２ページ
八 　主として、自己の居住の用に供する住宅の建築又は住宅以外の建築物若しくは特定工作物で自己の業務の用に供するものの建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為以外の開発行為にあつては、開発区域内に建築基準法第39条第1項 の災害危険区域、地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）第3条第1項 の地すべり防止区域、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第9条第1項の土砂災害特別警戒区域その他政令で定める開発行為を行うのに適当でない区域内の土地を含まないこと。ただし、開発区域及びその周辺の地域の状況等により支障がないと認められるときは、この限りでない。
　 省略 
十四　省略
８ 　居住調整地域又は市街地再開発促進区域内における開発許可に関する基準については、第1項に定めるもののほか、別に法律で定める。
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５.　回　復　緑　地

　省略
（1） 回復緑地の面積

　省略
（2） 回復緑地の植栽

回復緑地はその機能を充分に発揮するために原則として樹木を植栽すること。植栽密度を表4.4に示す。

表4.4　回復緑地の植栽密度
樹　　高

植栽本数（1ha当り）

1ｍ以下
3,000本

1ｍ以上

2,000本

2ｍ以上

1,500本

3ｍ以上

1,000本
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５.　回　復　緑　地

　省略
（1） 回復緑地の面積

　省略
（2） 回復緑地の植栽

回復緑地はその機能を充分に発揮するために原則として樹木を植栽すること。植栽密度を表4.4に示す。

表4.4　回復緑地の植栽密度
樹　　高

植栽本数（1ha当り）

1ｍ未満
3,000本

1ｍ以上

2,000本

2ｍ以上

1,500本

3ｍ以上

1,000本
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出雲市開発行為に関する指導要綱
　省略
(開発区域の制限)

第4条　次に掲げる区域は、原則として開発区域に含まないものとする。
(1)　自然公園法（昭和32年法律第161号）第13条第1項に規定する国立公園及び国定公園内の特別地域 

(2)　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第3条第1項に規定する急傾斜地崩壊危険区域 

(3)　地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）第3条第1項に規定する地すべり防止区域 

(4)　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第8条第1項に規定する土砂災害特別警戒区域 
(5)　建築基準法（昭和25年法律第201号）第39条第1項に規定する災害危険区域 

(6)　森林法（昭和26年法律第249号）第25条及び第25条の2の規定により指定される保安林並びに同法第41条に規定する保安施設地区 

(7)　史跡、名勝又は天然記念物の指定区域 

(8)　その他法令等に基づく規制区域

	例規・様式編　３２ページ
出雲市開発行為に関する指導要綱
　省略
(開発区域の制限)

第4条　次に掲げる区域は、原則として開発区域に含まないものとする。
(1)　自然公園法（昭和32年法律第161号）第20条第1項に規定する国立公園及び国定公園内の特別地域 

(2)　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第3条第1項に規定する急傾斜地崩壊危険区域 

(3)　地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）第3条第1項に規定する地すべり防止区域 

(4)　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第9条第1項に規定する土砂災害特別警戒区域 
(5)　建築基準法（昭和25年法律第201号）第39条第1項に規定する災害危険区域 

(6)　森林法（昭和26年法律第249号）第25条及び第25条の2の規定により指定される保安林並びに同法第41条に規定する保安施設地区 

(7)　史跡、名勝又は天然記念物の指定区域 

(8)　その他法令等に基づく規制区域
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